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序 章

国際航空貨物輸送の現状と本書の構成

池上 �

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成

はじめに

グローバル化が進展した今日，製造業企業は国際分業体制を構築するよ

うになっている。国際分業は国をまたがる部材や原材料の輸送によって，

達成することが可能である。とくに，アジアでは域内での国際分業が展開

された結果，域内での国際物流が活発になっている。国際分業が発展する

につれ，ジャスト・イン・タイム（Just in Time: JIT）やサプライ・チェーン・

マネジメント（Supply Chain Management: SCM）といった，より高度な物流

体制を構築するようになってきた。航空輸送は輸送手段のなかで最も速く

輸送が可能であるため，国際物流において近年その重要性は高まってきて

いる。

国際物流をみると，重量ベースでは圧倒的に海上輸送で行われているの

が現状である。しかし，貿易額でみた場合，かなりの割合を航空輸送が占

める。たとえば，２０１５年の日本の貿易において，航空貨物が占める割合は

重量ベースではわずか０．３７％である（１）。しかしながら，２０１５年の貿易額でみ

ると，輸出総額７５兆６３１９億円，輸入総額７８兆４０５５億円のうち，航空貨物とし

て輸送されたのは輸出額２０兆９２１３億円（２７．７％），輸入額２０兆４６５０億円

（２６．１％）であった。また，日本の貿易総額１５４兆３７４億円のうち，成田国際
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空港（以下，成田空港）が輸出８兆９１０４億円（輸出総額の１１．８％），輸入１２兆

６１１９億円（輸入総額の１６．１％）の合計２１兆５２２３億円（貿易総額の１４．０％）を占

め，日本最大の「港」である（財務省貿易統計，東京税関統計）。

これらからわかるように，国際貿易において，航空輸送やその基点であ

る空港は非常に重要であり，航空貨物や空港について検討することは国際

物流の現状を把握するためには必須であるといえる。また，世界における

２００１年から２０１５年までの海上貨物と航空貨物の輸送量の平均伸び率を比較す

ると，海上輸送は３．７％であるのに対し，航空輸送は３．６％であり，ほぼ同

じような成長が続いている。アジア地域での国際分業が活発になっている

現在，アジアにおける航空貨物輸送について検討することは，アジアにお

ける国際物流や国際分業を把握する意味でも重要であるといえよう。

序章では，航空貨物輸送の現状とアジア地域の状況について検討する。

第１節では，航空貨物輸送の現状とその基点となる空港の現状を明らかに

する。第２節では，航空貨物輸送におけるアクターについて述べる。第３

節では，本書の分析視角と構成についてとりあげる。最後に，本書の新し

い知見と今後の課題についてまとめる。

第１節 航空貨物輸送とその概況

１．航空貨物輸送とは

まず，航空貨物輸送そのものについて考える。通常，貨物輸送には陸路

輸送，海上輸送，空路輸送のいずれかで行われる。そのなかで，航空機に

よって輸送されるのが空路輸送であり，航空貨物輸送である。また，航空

機による輸送は現在最も速く輸送できる手段である。木下（１９９９，１４―１７）で

は，航空貨物の発生要因と航空貨物の経済性について書かれている。航空

貨物の発生要因として挙げられているのは，次の９点である。�海上運送，
陸上運送が物理的に困難な場合，�高価格商品で運賃負担力のあるもの，
�クレーム，納期遅れなどをカバーして早急に顧客の要望に答えなければ
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ならない場合，�商品価値，コストとの関連で時間の要素が重要視される
場合，�商品の性質から振動，衝撃および過度の取扱いを避ける必要があ
る場合，�急激な需要の伸びに供給が追いつかない場合，�現地での工場
生産のため，またはアフターケアが重要な商品で各種の部品を継続的に補

給しなければならない場合，�国際的規模で商品の分業生産を行う場合の
工程間生産物流の手段として使用する場合，である。

木下はこの指摘に対して，物質流通管理のうえで，緊急品，高価品，生

鮮品（生鮮食料品および Time Sensitiveな貨物），一般貨物（マーケティングの

手段としての輸送，流通費用の削減に基づく物流管理（Physical Distribution

Management）輸送，航空貨物コンベア輸送による輸送）を上記９つの発生要因

に当てはめている。たとえば，緊急品の場合には，�と�が該当し，速度
重視であり，コストは問わないと指摘している。このことからわかるよう

に，航空貨物が発生するのは航空機による輸送が最も速く輸送できること，

また高価格などの製品や商品の性質によって航空機による輸送が最適な手

段であることなどが挙げられよう。この例としては，２０１４年末から２０１５年初

頭にかけて起きた出来事がある。アメリカ西海岸の港湾において労使協約

の改定をめぐって労使が対立し，労働者側が港湾における作業を意図的に

遅らせた結果，貨物がアジア地域などへ輸出できない状況になった。実際，

この輸出停滞の影響によって，大手ファストフード店などでは一部商品の

販売停止に追い込まれた。その遅滞を回復させるべく，米国からアジアに

輸送される貨物が海上輸送から航空貨物輸送へのシフトが起きたのである。

この例が示しているように，商品を販売するためには，輸送コストが高

くても，輸送時間の短い航空輸送を利用して早期の販売再開をしようとし

たのである。

また，木下は航空貨物輸送の利用はロジスティクス全般（投下資本，人件

費，保管，包装，保険など）にわたってコスト低減を図ることが可能であると

指摘し，航空貨物経済性の理由として，次の４点を挙げている。ひとつは，

在庫コストの削減である。航空機の高速性を生かすことで短時間での商品

輸送が可能であり，それによって在庫量の低減が可能であるとしている。

つぎに，競争力の保持と市場の拡大である。市場の変化に対して，航空機

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成

3



の高速性を生かして商機を逸することなく顧客を確保できるとする。また，

生鮮品や特殊な医薬品も地理的な制約から解放されて流通させることがで

きるとしている。３つめに，梱包包装費と流通費の節減である。航空輸送

は運送中の安全度が高いので，最小限の包装で済み，梱包包装の費用，労

力，時間などを大幅に削減できる。最後に，事故率の低下と危険負担の減

少である。航空輸送では，ほかの輸送方法に比べて，損傷，紛失，盗難な

どの事故に遭う率が少ないと指摘し，そのため保険料も安いと指摘する。

これらをふまえて，木下はグローバルな生産体制に組み込まれた部品，

仕掛品，半製品，完成品のロジスティクスに全面的に利用されるものが，

航空貨物輸送に適していると指摘している。またこれら以外に適した商品

として，�輸送時間に制限があるもの，�高価な物品，�破損しやすい物
品を挙げている。具体的には，�では報道材料，生鮮品や医薬品などの腐
敗・変質しやすいもの，修繕用部品，流行品，商品見本，緊急物品，商業

書類を，�では，貴金属，貴金属製品，真珠，カメラ，時計，美術品，毛
皮を，�では精密機械器具，コンピューター，光学機器といった商品を挙
げている。

このように，航空貨物として輸送されているものは多岐にわたるが，近

年ではとくに木下がいうグローバルな生産体制に組み込まれた部品，仕掛

品，半製品，完成品といったものが重要になってきている。とくに，JIT

や SCMを重要視している自動車産業，電気・電子産業などの製造業では使

用する部品，機械や精密品を航空機で輸送し，納期に間に合わせるように

している。

たとえば，日本では輸出入において貨物全体に占める航空貨物で輸送さ

れた割合を示す航空化率が金額ベースで公表されている（国土交通省航空局

２０１５，３―６）。２０１３年度の場合，輸出で航空化率が５０％以上超えているのは，

衣類（５４．１％），医薬品（７７．０％），真珠（９８．１％），映像機器（６２．９％），半導

体等電子部品（９２．１％），科学光学機器（５４．９％），時計（８２．６％）であり，輸

入では生きた動物（８８．７％），工業用ダイヤモンド（９５．１％），医薬品

（９５．５％），航空機用内燃機関（９６．１％），事務用機器（５２．３％），半導体等電

子部品（７３．９％），電気計測機器（７６．７％），航空機（９２．７％），科学光学機器
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（７５．９％），時計（８０．４％），ダイヤモンド（９９．９％），貴石および半貴石

（９５．３％）となっている。

ここからわかるように，機器類や部品のような貨物が多く航空貨物とし

て輸送されていることがわかる。また，商品サイクルが早く，モデルチェ

ンジが盛んな製品も輸送に日数のかかる海上輸送では対応できないため，

航空貨物として輸送されていると考えられよう。

２．航空貨物輸送の概況

つぎに，世界の航空貨物輸送の状況について概観する。航空貨物をみる

指標としてはおもにふたつある。ひとつは，輸送した航空貨物を重量でみ

るものである。トンやキログラムで表記されるものであり，本書では航空

貨物取扱量として統一して使用する。もうひとつは，航空貨物で輸送した

重量と輸送距離を乗じた数値である。航空貨物取扱量では，どのくらいの

距離を移動したかについては考慮されていない。そのため，貨物が実際の

経済活動においてどのくらいの取扱量と輸送距離があったかを考える必要

がある。通常トンキロメートルという表記で使用されるものであり，本書

では航空貨物輸送量と記すこととする。

世界における航空貨物取扱量についてみると，国際連合経済社会理事会

の専門機関のひとつである国際民間航空機関（International Civil Aviation

Organization: ICAO）は毎年世界の航空事業の状況について報告している。

２０００年から２０１５年までの世界の航空貨物取扱量の変化をまとめたのが図序―１

である。この図から明らかなように，２０００年には航空貨物取扱量全体で３０００

万トンであったが，２００７年には４０００万トン，２０１４年には５０００万トンへとその

航空貨物取扱量は増加傾向にある。そのなかで，国内貨物取扱量の動きは，

２０００年には１１６０万トンであったのが，２０１５年には１７６０万トンへと増加し，こ

のあいだに６００万トン増加した。しかし，この増加は国際航空貨物に比べる

と，低いものであった。国際航空貨物取扱量は２０００年には１８８０万トンであっ

たのが，２０１５年には３３１０万トンになり，１４００万トン以上増加したのである。

また，国際航空貨物における航空貨物輸送量の変化はどのようなもので
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あったろうか。図序―２は国際航空貨物輸送量の変化をみたものである。２０００

年には１０１６億トンキロメートルであったのが，２００１年の米国同時多発テロ，

２００９年は前年のリーマンショックに端を発する世界金融危機による一時的

な落ち込み，２０１０年にはその反動により急回復した後，２０１１年から２０１３年ま

ではほぼ一定状況を経た後，２０１５年には１７０５億トンキロメートルに増加して

いる。そのあいだ，ほぼ一貫して増加していることがわかる。このように，

国際航空貨物輸送はこの１５年間をみても，輸送手段のなかで役割が大きく

なったということができよう。

では，航空貨物輸送自体は増加したことはわかったが，航空貨物の地域

別取扱量をみた場合，どのような特徴を示すことができるであろうか。こ

れに関しては，旅客，貨物を問わず路線を運行する航空会社，フォワーダー，

旅行代理店など航空輸送に関係する団体で組織されている国際航空運送協

会（International Air Transport Association: IATA）がデータを公表している。

図序―１ 航空貨物取扱量の変化（２０００～２０１５年）

（出所） ICAO（各年版）Annual Report of Councilより筆者作成。
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公表されたデータを整理し，２００５年から２０１５年までの地域別航空貨物取扱量

を示したのが表序―１である。IATAにはすべての航空会社が加盟しているわ

けではなく，また会員航空会社から提出をうけたデータに基づいて作成さ

れることによって，データ捕捉率が９０％以下である。そのため，図序―１の

データとは数値がちがっていることに注意が必要である。この表の数値は

すべての状況を示しているわけではないが，主だった国際航空貨物を取り

扱う航空会社が加盟していることから，ほぼその傾向をとらえることは可

２００５年２００６年２００７年２００８年２００９年２０１０年２０１１年２０１２年２０１３年２０１４年２０１５年

アジア太平洋地域１０９９．０１１６０．０１２２０．０１１４５．２１０２０．３１２６１．４１１８６．７１２１９．０１２２６．１１２９７．３１３１０．３

ヨーロッパ地域 ６２９．２ ６６４．９ ６６９．３ ６５８．９ ５１４．６ ５７０．１ ６４７．１ ６９８．８ ７３２．０ ７８９．３ ７７５．１

北米地域 ５６５．５ ６０３．７ ６２２．２ ６０１．９ ５１８．６ ５０２．１ ４９５．７ ５２７．６ ５２４．２ ５６７．８ ５６５．０

中東地域 ２２８．９ ２４９．８ ３５０．８ ３１０．９ ３５８．９ ３７６．３ ３９５．７ ４５３．６ ４９０．６ ５３０．２ ５８９．０

ラテンアメリカ地域 ６５．０ ６２．８ ６５．３ ７９．９ ６９．２ ９６．２ １０２．４ １１０．９ １１４．８ １３３．２ １３３．５

アフリカ地域 ３９．７ ４５．３ ３２．８ ３７．０ ３７．６ ６１．６ ６２．２ ６５．４ ６５．４ ７３．８ ７２．６

図序―２ 国際航空貨物輸送量の変化
（単位：億トンキロメートル）

（出所） 図序―１に同じ。

表序―１ 地域別国際航空貨物取扱量（２００５～２０１５年）
（単位：万トン）

（出所） IATA（各年版）“World Air Transport Statistics”より筆者再計算。
（注） IATA 加盟航空会社の提出資料であり，データ捕捉率は９０％未満。
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能である。

この表から明らかなように，２００５年から２０１５年までのすべてにおいて，地

域別で最も多くの貨物を取り扱っていたのがアジア太平洋地域であること

がわかる。２００５年には１０９９万トンであり，リーマンショックの影響などで前

年より航空貨物取扱量が減少した年もあるが，２０１５年には１３１０．３万トンの航

空貨物取扱量となっている。ほかの地域をみると，アジア太平洋地域に次

いで航空貨物取扱量が多いのは２００９年を除いてヨーロッパ地域であり，次

いで北米地域となっている。ヨーロッパ地域における２０１５年の航空貨物取

扱量は７７５．１万トンであり，アジア太平洋地域の航空貨物取扱量である１２９４．８

万トンより５００万トン以上少ないことがわかる。また，近年では中東地域の

航空貨物取扱量が顕著に増加している。２００５年には２２８．９万トンであったの

が，２０１５年には５８９万トンとなっている。この背景にあるのは，中東系航空

会社による航空貨物輸送が増加していることが挙げられよう（後述）。

航空貨物取扱量の動きをみると，アジア太平洋地域がその中心であるこ

とは理解できたが，アジア地域から他地域間，アジア域内の航空貨物輸送

量についてみるとどのような変化を読み取れるであろうか。表序―２はアジ

ア地域と主要地域との航空貨物について，航空貨物輸送量と航空貨物取扱

量で示したものである。まず，航空貨物輸送量からみると，２０００年の国際

航空貨物輸送量は全体で９０３．３億トンキロメートルであったのが，２０１５年に

は１８０５．２億トンキロメートルまで増加していることが表からわかる。その

なかでも，アジア地域が関係する輸送量は２０００年には５０７．７億トンキロメー

トルであったのが，２０１５年には１０８４．８億トンキロメートルとなり，１５年のあ

いだに倍の規模になったことがわかる。また，国際航空貨物全体に占める

割合も２０００年には５６．２％であったのが，２００５年には６６．７％まで上昇し，その

後減少する形になってはいるが２０１５年にも６０．１％はアジア地域が関係してい

るのである。また，地域間輸送で最も多くの貨物を輸送していたのは２０００

年と２０１０年ではアジア＝ヨーロッパ間であったのに対し，２００５年と２０１５年で

はアジア＝北米間であった。さらに，域内の航空貨物輸送量をみても，ア

ジア地域内における航空貨物輸送量はヨーロッパ地域内や北米地域内と比

較しても活発に行われてきた。２０００年のアジア域内における航空貨物輸送
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量は２０００年に６８．１億トンキロメートルであったのが，２０１５年には１７７．４億ト

ンキロメートルまで増加している。また，このあいだのヨーロッパ地域内

や北米地域内の航空貨物輸送量をみても，アジア域内における航空貨物輸

送量は非常に大きいことがわかる。

地域間の航空貨物取扱量をみると，２０００年に最も多くの貨物を取り扱っ

２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年

＜航空貨物輸送量＞（億トンキロメートル）
アジア域内 ６８．１ １３７．８ １３９．３ １７７．４
アジア＝北米地域（北中太平洋） １７７．３ ３０９．４ ２８０．７ ３８３．２
アジア＝ヨーロッパ地域 ２１８．６ ３００．０ ２９４．７ ３５９．９
アジア＝中東 １６．７ ３７．０ ６１．７ １１１．０
アジア＝南西太平洋 ２７．０ ３９．５ ４０．９ ５３．３

アジア：小計 ５０７．７ ８２３．７ ８１７．３ １，０８４．８
北アメリカ＝ヨーロッパ（北大西洋） １８３．１ １７８．５ １６５．０ １８１．５
ヨーロッパ域内 ２４．１ ２５．１ １０．８ ３０．２
北アメリカ域内 ３．９ ２．８ ７．９ －

国際航空貨物：全体 ９０３．３ １，２３５．０ １，３０９．５ １，８０５．２

アジアが占める割合（％） ５６．２％ ６６．７％ ６２．４％ ６０．１％

２０００年 ２００５年 ２０１０年

＜航空貨物取扱量＞（万トン）
アジア域内 ２１０．４ ５８６．６ ５８４
アジア＝北米地域（北中太平洋） ２２５．９ ４５９．９ ２９６．４
アジア＝ヨーロッパ地域 ２５３ ３４５．１ ３５５．９
アジア＝中東 ３１．８ ８３ １３６．９
アジア＝南西太平洋 ４４．１ ５４．６ ５８

アジア：小計 ７６５．２ １，５２９．２ １，４３１．２
北アメリカ＝ヨーロッパ（北大西洋） ２７６．４ ２９４．１ ２８２
ヨーロッパ域内 １４１．４ ２１６．３ ７７．８
北アメリカ域内 ３１．７ ２０．５ ２１．７

国際航空貨物：全体 １，５４６．２ ２，４４９．９ ２，５３１．９

アジアが占める割合（％） ４９．５％ ６２．４％ ５６．５％

表序―２ アジア地域と主要地域との航空貨物

（出所） 表序―１に同じ。
（注） IATA 加盟航空会社の提出資料であり，データ捕捉率は９０％未満。

アジアと他地域の輸送の場合，両地域から輸送された貨物輸送量の合計を示す。
航空貨物取扱量の２０１５年値は不明。

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成
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ていたのは北米＝ヨーロッパ間の２７６．４万トンであり，次いでアジア＝ヨー

ロッパ間，アジア＝北米地域間という順序であり，航空貨物取扱量全体で

は１５４６．２万トンであった。その意味で，アジア地域発着の航空貨物が最大

の航空貨物取扱量ではなかった。ところが，２００５年と２０１０年ではアジア域内

の航空貨物取扱量が最大になり，アジア域内での貨物取扱いが活発に行わ

れるようになったのである。また，アジア発着の航空貨物取扱量は２０００年

には航空貨物取扱量全体の約半分であったが，その後２００５年には６２．４％，

２０１０年には５６．５％となって半分以上を占めるようになった。２０１５年値は公表

されていないため不明であるが，アジア域内での航空貨物輸送量の状況か

ら考えると，現在でも半分以上を占めていると推測されよう。

ここからわかるように，この航空貨物輸送量と航空貨物取扱量で最大数

値が輸送地域間でちがいが出ている。その要因として考えられるのは，輸

送距離であろう。つまり，アジア域内の輸送距離がアジア＝北米間，アジ

ア＝ヨーロッパ間に比べて短いために，アジア域内の航空貨物取扱量は２０１０

年には最大でも，航空貨物輸送量ではアジア＝北米地域，アジア＝ヨーロッ

パ地域よりも小さくなるのである。一方で，アジア域内での国際航空貨物

における航空貨物取扱量や航空貨物輸送量は２０００年と２０１０年を比較した場合，

大きく増加している。その背景のひとつには，アジア地域における地理的

な状況が関係していることが挙げられる。すなわち，日本，台湾，フィリ

ピン，インドネシアなどは島国であり，国際貨物の輸送手段としては海上

輸送と航空輸送のふたつに限定される。また，韓国は政治的状況のため，

輸送手段は日本などと同じように海上輸送と航空輸送のみである。国際貨

物の輸送手段として陸路での輸送方法がない国がアジアでは多いこともあ

り，航空貨物輸送の増加に寄与しているといえよう。これは，北米地域や

ヨーロッパ地域の域内の航空貨物輸送量や航空貨物取扱量がアジア域内よ

りも小さいことも関係している。というのは，これらの地域ではアジア地

域内よりも簡単に陸路輸送ができること，また航空貨物輸送自体が国際貨

物ではなく，国内貨物の輸送手段として使われているためである。

航空貨物輸送がアジアを中心に展開されていることは，その基点となる

空港もアジア地域が中心に展開されることになる。空港に関するデータと
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しては，国際空港評議会（Airports Council International: ACI）が作成，公表し

ているデータがある。表序―３はそのデータから２００５年，２０１０年および２０１５年

（速報値）における航空貨物取扱い上位１０空港を示している。この３期間に

おける国際航空貨物における世界最大の取扱い空港は香港国際空港（チェク

ラップコク国際空港――以下，香港空港）であり，しかも２００５年から２０１５年の

あいだに約１００万トンの取扱量を増加させている。アジアの空港としては，

香港空港のほかに，仁川国際空港（以下，仁川空港），上海浦東国際空港（以

下，上海浦東空港），成田空港，台湾桃園国際空港（以下，台湾桃園空港），お

よびシンガポールのチャンギ空港の６空港が３期間すべてで国際航空貨物

上位１０空港に入っている。これら空港の国際航空貨物取扱量の１０年間にお

ける動きは，空港によってまったくちがう。成田空港はこの１０年間で国際

航空貨物取扱量が微減している一方，上海浦東空港は７０万トン増加，仁川

空港や台湾桃園空港も国際航空貨物取扱量を増加させていることが理解で

きよう。

順 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年（速報値）

位 空港名 取扱量 空港名 取扱量 空港名 取扱量

１ 香港（中国） ３４０．２ 香港 ４１３．１ 香港 ４３８．０
２ 成田（日本） ２２３．３ 仁川 ２６３．４ ドバイ ２５０．６
３ 仁川（韓国） ２１２．０ 上海浦東 ２３４．３ 仁川 ２４９．０
４ アンカレジ（米国） １９７．６ ドバイ（UAE） ２１８．３ 上海浦東 ２３７．９
５ フランクフルト（ドイツ）１８３．６ フランクフルト ２１４．９ 成田 ２０３．６
６ チャンギ（シンガポール）１８３．４ パリ ２１４．２ 台湾桃園 ２００．５
７ 台湾中正（台湾） １６９．２ 成田 ２１２．６ アンカレジ １９５．７
８ パリ（フランス） １６８．７ チャンギ １８１．４ フランクフルト １９５．１
９ 上海浦東（中国） １６０．２ アンカレジ １７８．７ パリ １８６．１
１０ アムステルダム（オランダ） １４５．０ 台湾桃園 １７５．３ チャンギ １８５．３

表序―３ 国際航空貨物取扱い上位１０空港の比較
（単位：万トン）

（出所） ACI（各年版）“World Airport Traffic Statistics”．ただし，２０１５年値は ACIウェブサイ
ト。

（注） 台湾中正は２００６年，台湾桃園国際空港に名称変更。

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成
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第２節 航空貨物輸送を担うアクターと現況

１．航空貨物輸送を担うアクター

貨物を航空機で輸送する場合，そこには多くのアクターが存在する。国

際航空貨物輸送の理解を深めるため，そのアクターがどのような役割を果

たしているのか，またアジアではどのような状況であるのかを考えていく

ことにする。

国際航空貨物の輸送は通常荷主が指定先まで輸送の依頼をすることから

始まる。ここでは A 国の荷主が B国の荷受人までどのような形で航空貨物

が輸送されるのかについて，そのアクターを中心にして考える（図序―３）。

まず，荷主である。荷主は航空貨物輸送の依頼人である。この荷主が大企

業の場合には，自社で航空貨物を搭載するための手続きをし，自社の担当

部署や関連会社を通じて A 国の空港まで輸送することができるであろう。

しかしながら，多くの場合，そのような手続きや空港までの輸送ができる

とは限らない。そこで，フォワーダー（Forwarder）（２）と呼ばれる貨物利用運

送事業者がこれらの代行を行う。すなわち，貨物を荷主から集荷し，それ

を空港までもっていくのである。また，フォワーダーは航空機に搭載する

ために通関書類など必要な書類の作成，梱包などの作業も行う。そして，

図序―３ A 国から B国までの航空貨物輸送

（出所） 筆者作成。
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フォワーダーは自社で航空機を保有していないことが多い。そのため，航

空会社に搭載依頼をしなければならない。フォワーダーは搭載する航空会

社と輸送契約を結ぶとともに，不特定多数の荷主の貨物を取り扱う。そし

て，フォワーダーが集荷した貨物は貨物の荷捌きや積み下ろし，保管など
うわ や

を行うための空港内にある上屋と呼ばれる施設に輸送される。この上屋は

航空会社や空港が経営している場合が多く，空港では駐機場の近くに設置

されていることが多い。この上屋で行き先別に貨物を分類，航空機に搭載

されるための梱包が行われる。

つぎに，航空会社である。航空会社は，キャリア（Carrier）とも呼ばれる。

ここでは A 国の空港から B国の空港までの輸送を担う。航空会社が貨物を

輸送する方法にはおもにふたつの方法がある。ひとつは貨物専用機による

輸送であり，もうひとつは旅客機の貨物スペースに搭載して輸送する方法

である。貨物専用機はフレーター（Freighter），旅客機の貨物スペースで輸

送する貨物便はベリー（Belly）と呼ばれている。通常，ベリー便で輸送され

る場合には旅客を乗せずに貨物のみを輸送している（３）。上屋から出された貨

物は航空機に搭載されて B国の空港に輸送される。ただし，直行便がある

場合には B国の空港に輸送されるが，もし直行便がない場合にはいったん

別の空港に輸送される。別の空港では一度上屋や倉庫に保管されてから B

国行き航空機に搭載される場合，あるいは保管をせずにそのまま B国行き

航空機に直接搭載される場合もある。このように，別の空港に輸送されて

通関せずに保管されたり，そのまま別の航空機に搭載される貨物をトラン

ジット貨物，中継貨物，積替え貨物などともいうが，本書ではトランジッ

ト貨物と呼ぶこととする。

B国に到着した航空機から貨物が出され，それが B国の空港にある上屋

などの物流施設に運ばれて貨物を開梱，通関後に B国のフォワーダーに渡

される。このフォワーダーは A 国のフォワーダーの子会社や支社であった

り，現地企業である場合などが考えられる。その後，フォワーダーは荷受

人に貨物を輸送する。なお，貨物が B国市場で販売する目的で輸送された

場合には，フォワーダーが現地語に対応したラベルの貼付，販売店への輸

送のための分類，詰め合わせなども行うことがある。

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成
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また，航空会社は機体の整備，効率的な輸送をするなどのために，拠点

空港をもっている。その拠点空港を中心に路線を集中させ，旅客や貨物を

輸送する空港をハブ空港として位置づけている。国際航空貨物におけるハ

ブ空港には，貨物専用機による路線を集中させるだけではなく，貨物に関

係する施設の整備，空港周辺にも物流企業による貨物施設などの集中的な

投資が行われていることが多い。ハブ空港をどこにするかは，航空会社に

よる戦略によって決まる。また，国際航空貨物の場合には，自国にハブ空

港をもつだけではなく，地域ごとにハブ空港をもって，より効率的な国際

航空貨物輸送をしているのである。

このような流れで航空貨物は輸送される。ここでわかるように，貨物は

複数のアクターによって輸送されていることが理解できよう。これとは対

照的なのが，インテグレーター（Integrator）と呼ばれるアクターである。イ

ンテグレーターは国際物流企業や国際宅配業者ともいわれ，自社で貨物の

集荷や配送を行い，自社所有の航空機で輸送する。つまり，一連の輸送プ

ロセスをすべて自社で行う企業であり，ドア・ツー・ドア輸送を行う企業

である。

さらに，航空貨物輸送には政府の役割も非常に重要である。おもな役割

としては，空港の整備，航空協定の締結のための交渉，航空政策の策定な

どが挙げられる。空港は国際航空貨物の基点であり，その空港自体のイン

フラ整備，航空機に搭載あるいは積み下ろすための施設などの整備が必要

となる。また，国内各地から空港へ，空港から国内各地へ輸送するための

空港周辺の道路などの整備の役割も担う。近年では，民間の経営手法を取

り入れるために，空港を民営化や会社化にすることも多い。最近では，関

西国際空港と大阪国際空港（大阪伊丹空港）を運営する新関西国際空港株式

会社が所有権を保持したまま，施設の運営権を民間に売却した。このよう

な例もあるが，多くの国では空港は国や国が出資している会社によって運

営されている。そのため，空港の運営には，国が非常に関与しているとい

えよう。

つぎに，航空協定である。先程の例の場合，A 国と B国のあいだには航

空輸送を実施するための取決めが必要であり，これが航空協定と呼ばれる
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ものである。政府はこの航空協定に関して交渉，締結をしなければ，自国

や相手国の航空機を運航させることはできない。この航空協定は通常は二

国間協定であり，その内容には，乗り入れる航空会社数（航空会社名），就

航可能な空港名，路線数と便数（週当たり，あるいは月当たり）などが規定さ

れている。新しい国際空港ができた場合や増便を行いたい場合などは２国

間で交渉して航空協定を改定する必要がある。また，EUや ASEANなど地

域共同体がある場合には，共同体全体を交渉相手として航空協定の交渉や

締結を行う場合もある。近年では，オープンスカイ政策といわれる二国間

協定で決められた内容を自由化するという政策がある。この場合も，２国

間で自由化するという協定締結をしなければならないので，オープンスカ

イも航空協定のひとつであることには間違いない（４）。

また，この航空協定のなかで「空の自由」と呼ばれる国際民間航空輸送

に関する事項が規定される。現在，９種類の「空の自由」が認識されてい

る（東京大学航空イノベーション研究会・鈴木・岡野２０１２，７５―７７）。第１と第

２の自由（領空通過権と技術着陸権）は「国際航空業務通過協定」で，また第

３から第５の自由（自国から相手国への輸送権，相手国から自国への輸送権，以

遠権）は「国際航空運送協定」で規定されている。これら５つの自由は１９４４

年１１月に採択された国際民間航空会議（シカゴ会議）時点で合意がなされ，

締結された条約をシカゴ条約と呼んでいる。（東京大学航空イノベーション研

究会・鈴木・岡野２０１２，７２）。また，第３から第５までの自由に関する各国間

の具体的な内容は，二国間交渉，協定によることになっている（東京大学航

空イノベーション研究会・鈴木・岡野２０１２，７５）。そして，このほかにも相手

国より自国経由での三国間輸送権（第７の自由），接続便カボタージュ（５）（第

８の自由），カボタージュ（第９の自由）が認識されている。

最後に，航空政策の策定である。このなかには，空港の整備，航空協定

の改定やオープンスカイ政策の促進なども含まれるとともに，運賃価格の

緩和，新規航空会社の参入や規制緩和，関連法制の整備などが含まれる。

また，航空貨物の場合には国内にある国際空港のうち，航空貨物を集中的

に集めて輸送するハブ空港の策定，ハブ空港にするために路線開設の緩和，

２４時間空港の運用を認めるなどの政策が挙げられよう。そして，航空貨物

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成
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に限定することなく，政府は総合的な物流政策をとりまとめ，そのなかで

航空貨物の位置づけをすることも重要である。

２．航空貨物輸送の現況

国際航空貨物輸送においては上記のようなアクターがそれぞれの役割を

順 ２０００年 ２００５年

位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

１ FedEx社 米国 １３２．９ FedEx社 米国 １６７．１
２ ルフトハンザ航空 ドイツ １０６．７ ユナイテッド航空 米国 １３９．４
３ 大韓航空 韓国 ９８．４ チャイナエアライン 台湾 １３４．４
４ シンガポール航空 シンガポール ９６．８ 大韓航空 韓国 １２６．６
５ キャセイパシフィック航空 香港 ７６．９ シンガポール航空 シンガポール １２１．４
６ ブリティッシュエアウェイズ 英国 ７２．２ UPS社 米国 １１７．１
７ UPS社 米国 ６９．４ キャセイパシフィック航空 香港 １１１．８
８ エールフランス フランス ６７．６ ルフトハンザ航空 ドイツ １１０．２
９ 日本航空 日本 ６４．１ エミレーツ航空 UAE ９２．６
１０ EAT 社 ベルギー ５５．２ エバー航空 台湾 ８４．４

上位１０社計 ８４０．２ 上位１０社計 １，２０５．０

順 ２０１０年 ２０１５年

位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

１ FedEx社 米国 １９６．５ エミレーツ航空 UAE ２４５．４
２ エミレーツ航空 UAE １７７．７ FedEx社 米国 １９０．６
３ 大韓航空 韓国 １６６．１ キャセイパシフィック航空 香港 １５５．８
４ UPS社 米国 １５８．０ カタール航空 カタール １４６．６
５ キャセイパシフィック航空 香港 １５７．９ 大韓航空 韓国 １４５．８
６ チャイナエアライン 台湾 １３４．７ UPS社 米国 １４５．７
７ ユナイテッド航空 米国 １２９．８ チャイナエアライン 台湾 １３０．６
８ シンガポール航空 シンガポール １１４．９ シンガポール航空 シンガポール １０８．４
９ ルフトハンザ航空 ドイツ １０３．７ ルフトハンザ航空 ドイツ ９３．９
１０ エバー航空 台湾 ８５．０ エティハド航空 UAE ９０．４

上位１０社計 １，４２４．３ 上位１０社計 １４５３．２

表序―４ 国際航空貨物取扱量上位１０航空会社
（単位：万トン）

（出所） 表序―１に同じ。
（注） EAT 社は２０１０年に DHL 社の傘下に入る。
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果たしている。これらアクターのうち，航空貨物輸送の基点になる空港の

動きについては，すでに表序―３でその取扱量を明らかにしている。では，

国際航空貨物を輸送する航空会社はどのくらいの貨物を取り扱ってきたの

であろうか。表序―４は IATA加盟航空会社のうち，国際航空貨物取扱量上位

１０航空会社を２０００年，２００５年，２０１０年，２０１５年で示したものである。約１５年

の動きをみると，上位１０航空会社の航空取扱量は２０００年の８４０．２万トンから

２０１５年には１４５３．２万トンと６００万トン以上増加した。総じて上位１０航空会社

の国際航空貨物取扱量は増加してきたといってよいであろう。

また，表序―４をみると，上位１０航空会社は大きく変化していることがわ

かる。たとえば，２０００年には上位１０航空会社のなかにあったブリティッシュ

エアウェイズ（British Airways），エールフランス（Air France），日本航空

（Japan Airlines）といった先進国の航空会社は２００５年以降の上位１０航空会社

には入らなくなった。その一方，２００５年からはチャイナエアライン（中華航

空――China Airlines）が新たに上位１０航空会社に入り，２０１５年まで維持して

いる。そして，この１５年間でずっと国際航空貨物取扱量の上位に入ってい

る航空会社もある。それは，FedEx社（FedEx Corporation），UPS社（United

Parcel Service），ルフトハンザ航空（Deutsche Lufthansa）の欧米系航空会社

３社と大韓航空（Korean Air），キャセイパシフィック航空（国泰航空――

Cathay Pacific Airways），シンガポール航空（Singapore Airlines）のアジア系航

空会社３社である。ただし，これらの６社のうち，ルフトハンザ航空を除

く５社は年を経るごとにその取扱量を増加させている一方，ルフトハンザ

航空の国際航空貨物取扱量は年を経ても大きく増加せず，むしろ減少して

いる。また，これら航空会社のなかで，FedEx社と UPS社の２社はインテ

グレーターと呼ばれる航空会社である。

とくに，近年の動きで特徴的なのは中東系航空会社の台頭である。たと

えば，アラブ首長国連邦（United Arab Emirates: UAE）のエミレーツ航空

（Emirates）は２００５年に上位１０航空会社となり，その取扱量は９２．６万トンで

あった。２０１０年には２番目に多い航空貨物取扱量となり，その量は１７７．７万

トンであった。そして，２０１５年には２４５．４万トンの国際航空貨物取扱量とな

り，世界最大の国際航空貨物を取り扱う航空会社になったのである。また，
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２０１５年にはカタール航空（Qatar Airways），エティハド航空（Etihad Airways）

といった中東系航空会社も新たに上位１０航空会社に入っている。これは，

近年の中東系航空会社の貨物専用機の購入など航空貨物輸送に対する積極

的な投資によるものである。その結果が，表序―３のドバイ国際空港の国際

航空貨物取扱量が近年増加している要因につながっているのである。

一方，過去１５年間国際航空貨物取扱量の上位１０航空会社としてその地位

を維持してきた大韓航空，キャセイパシフィック航空，シンガポール航空

のアジア系航空会社の３社と２００５年以降上位１０航空会社にいるチャイナエ

アラインはアジアNIESの航空会社であり，各国・各地域でのフラッグ・キャ

リアと呼ばれる国・地域を代表する航空会社である。また，これらの航空

会社は表序―３の国際航空貨物取扱い上位１０空港である香港空港，仁川空港，

チャンギ空港，台湾桃園空港をそれぞれハブ空港として使用している航空

図序―４ アジア NIES航空会社の国際航空貨物取扱量の変化

（出所） 表序―１に同じ。
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会社である。これら航空会社の国際航空貨物取扱量が多いことが，ハブ空

港として使用している空港の貨物取扱量に貢献しているのである。これら

４航空会社の２００６年からの貨物取扱量の変化をみたのが，図序―４である。

この図からわかるように，いずれの航空会社も１００万トン以上の国際航空貨

物取扱量があったことがわかる。ただし，２００６年には４社で最大の国際航

空貨物取扱量があった大韓航空と最も少なかったキャセイパシフィック航

空との差は２０万トンほどであったのが，２０１５年には最大の国際航空貨物取

扱量があったキャセイパシフィック航空と最小の国際航空貨物取扱量であっ

たシンガポール航空の差は５０万トン近くまで広がっている。また，２００６年

には４社のなかで最も多くの貨物を取り扱っていたのは大韓航空であった

が，２０１４年にはわずかの差ではあるがキャセイパシフィック航空が最大の

国際航空貨物取扱量となっている。２０１０年を除いて，各社の取扱量の動き

方はほぼ一緒であるが，シンガポール航空は減少傾向であることがいえる。

チャイナエアラインはリーマンショックに端を発する世界金融危機の影響

があった２００８年と２００９年に急激な取扱量の減少があったが，近年では回復傾

向にあることがいえる。

では，国内貨物でみた場合には，何らかの特徴はあるのだろうか。その

国内航空貨物取扱量上位１０航空会社を２０００年，２００５年，２０１０年，２０１５年でみ

たのが表序―５である。上位１０航空会社の国内航空貨物取扱量は２０００年には８７５

万トンであったのが，２００５年には１２３２万トンとなり，大きく増加したことが

わかる。また，国内航空貨物取扱い上位１０航空会社，とくに第３位以下は

大きく変わっている。すなわち，上位２社は FedEx社とUPS社がほかの航

空会社の国内航空貨物取扱量を圧倒し，これらインテグレーター２社の優

位性はこの１５年間変化していない。一方，２０００年には FedEx社とUPS社を

含めて５社が米国の航空会社であり，国内航空貨物輸送の中心は米国であ

るといっても過言ではなかった。しかし，上位に入る米国の航空会社は年

とともに減少している。また，日本の日本航空と全日本空輸（全日空――All

Nippon Airways）もこの期間ずっと上位に入っている。ただし，全日空の取

扱量は２０１５年にはこれまでの４０万トンから５０万トン近くへ大きく増加させた

のに対し，日本航空の２０１５年における取扱量は２０００年水準を少し上回る水準
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である。全日空が国内貨物取扱量を増加させた要因には，２００９年から開始

した那覇空港における「沖縄貨物ハブ」の影響と考えられる。詳細は第１

章でとりあげられる。

それに対して，近年台頭したのが中国の航空会社である。２０００年には中

国南方航空（China Southern Airlines）１社のみが国内航空貨物取扱い上位１０

航空会社のなかに入っていたが，２０１０年と２０１５年には上位１０航空会社のうち，

順 ２０００年 ２００５年

位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

１ FedEx社 米国 ３８０．６ FedEx社 米国 ５２９．４
２ UPS社 米国 ２５６．５ UPS社 米国 ３０２．５
３ 全日本空輸 日本 ４１．７ 中国南方航空 中国 ６３．０
４ 日本航空 日本 ３３．３ 日本航空 日本 ４４．９
５ 中国南方航空 中国 ３０．６ 中国国際航空 中国 ４２．０
６ ユナイテッド航空 米国 ２９．６ 全日本空輸 日本 ４０．６
７ 大韓航空 韓国 ２９．２ 中国東方航空 中国 ３８．２
８ デルタ航空 米国 ２７．７ ユナイテッド航空 米国 ２５．１
９ ノースウェスト航空 米国 ２４．１ 大韓航空 韓国 ２２．９
１０ アメリカン航空 米国 ２２．０ デルタ航空 米国 ２２．４

上位１０社計 ８７５．３ 上位１０社計 １，１３１．０

順 ２０１０年 ２０１５年

位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

１ FedEx社 米国 ４９８．５ FedEx社 米国 ５１８．１
２ UPS社 米国 ２９２．９ UPS社 米国 ３０２．５
３ 中国南方航空 中国 ８３．３ 中国南方航空 中国 ９６．１
４ 中国国際航空 中国 ６２．５ 中国国際航空 中国 ７０．５
５ 中国東方航空 中国 ５２．７ 中国東方航空 中国 ６５．８
６ 日本航空 日本 ４３．７ 全日本空輸 日本 ４９．０
７ 全日本空輸 日本 ４１．９ 日本航空 日本 ３５．７
８ ユナイテッド航空 米国 ２５．７ 海南航空 中国 ３４．３
９ 海南航空 中国 ２５．０ ガルーダ・インドネシア航空 インドネシア ３２．２
１０ 深�航空 中国 ２２．２ 深�航空 中国 ２８．０

上位１０社計 １，１４８．４ 上位１０社計 １，２３２．２

表序―５ 国内航空貨物取扱量上位１０航空会社
（単位：万トン）

（出所） 表序―１に同じ。
（注） ノースウェスト航空は２０１０年３月にデルタ航空に吸収される。
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５社が中国系航空会社となった。また，中国南方航空の国内航空貨物取扱

量も大きく増加し，２０００年と２０１５年を比較すると３倍以上の取扱量となって

いる。今後さらなる経済発展によって，通信販売やネット通販が拡大する

と，中国における国内航空貨物輸送はさらに増加する可能性がある。この

動きについては第２章でとりあげられる。

また，上位１０航空会社の国籍は限られていて，米国，中国，日本および

韓国，インドネシアの５カ国のみである。そのうち，韓国は２０００年と２００５年

に大韓航空が上位１０航空会社に入る取扱量があったが，２０１０年以降には入っ

ていない。一方，インドネシアのガルーダ・インドネシア航空（Garuda

Indonesia）は２０１５年のデータでは上位１０航空会社に入っている。米国と中国

の国内航空貨物取扱いが多い要因には両国とも広大な国土があることが挙

げられる。一方，日本とインドネシアの要因には両国は島国であることが

挙げられる。いずれの国も陸上輸送や海上輸送での輸送も可能であるが，

これらの輸送方法は航空輸送より圧倒的に時間がかかることもあり，航空

貨物輸送が国内輸送方法のひとつとして確立しているといえる。このよう

にみると，国内航空貨物取扱量でも２０００年以降着実にアジアが中心になり

つつあるといえる。それをけん引しているのは中国と日本であるが，今後

国際貨物輸送量 国内貨物輸送量

順位 航空会社名 国籍 輸送量 順位 航空会社名 国籍 輸送量

１ エミレーツ航空 UAE １２１．６ １ FedEx社 米国 ８５．６
２ キャセイパシフィック航空 香港 ９９．４ ２ UPS社 米国 ５４．０
３ 大韓航空 韓国 ７７．３ ３ 中国南方航空 中国 １５．９
４ カタール航空 カタール ７６．６ ４ 中国国際航空 中国 １０．７
５ FedEx社 米国 ７２．４ ５ ポーラ―エアカーゴ 米国 ９．８
６ ルフトハンザ航空 ドイツ ６８．８ ６ 中国東方航空 中国 ８．２
７ カーゴルクス航空 ルクセンブルク ６３．１ ７ 海南航空 中国 ５．８
８ シンガポール航空 シンガポール ６０．８ ８ 全日本空輸 日本 ５．２
９ UPS社 米国 ５４．１ ９ 深�航空 中国 ４．３
１０ チャイナエアライン 台湾 ５３．４ １０ 四川航空 中国 ３．６

表序―６ 航空貨物輸送量上位１０航空会社（２０１５年）
（単位：億トンキロメートル）

（出所） 表序―１に同じ。
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インドネシアの国内航空貨物取扱量が増加していくのか注目する必要があ

ろう。

航空貨物輸送量の点からみた場合，どのような特徴を挙げられるであろ

うか。表序―６は２０１５年における国際航空貨物輸送量と国内航空貨物輸送量

を示したものである。国際貨物輸送量をみると，最大の国際航空貨物輸送

量は表序―４の国際貨物取扱量と同様に，エミレーツ航空である。しかし，

国際航空貨物取扱量の上位にあった FedEx社と UPS社の順位は相対的に落

ちている一方，キャセイパシフィック航空が第２位，大韓航空が第３位の

輸送量を誇っていることがわかる。また，シンガポール航空が８位，チャ

イナエアラインが１０位の輸送量であり，上位１０航空会社のなかに入ってい

る。このことは国際貨物では，アジア NIESの航空会社が国際貨物取扱量，

国際貨物輸送量ともアジア地域でけん引しているということができよう。

また，国内航空貨物輸送量でも，インテグレーターである FedEx社とUPS

社２社の輸送量は国内航空貨物取扱量同様，３位以下の航空会社を大きく

引き離していることがわかる。ただし，国内航空貨物取扱量と同様に，中

国系航空会社６社が上位１０航空会社に入っており，国内航空貨物取扱量が

今後増加すれば，おのずとこれら航空会社の輸送量は飛躍的に増加するこ

とが考えられよう。また，中国系航空会社以外のアジア系航空会社では全

日空が上位１０航空会社に入る国内貨物輸送量を取り扱っている。

ここから明らかなように，国際航空貨物輸送ではアジアNIESの航空会社

４社が国際航空貨物取扱量，国際航空貨物輸送量ともに上位に入っている。

また，国内航空貨物輸送では国内航空貨物取扱量，国内航空貨物輸送量と

もに中国系航空会社５社と全日空が上位に入り，国内航空貨物取扱量では

これら以外にも日本航空やガルーダ・インドネシア航空も上位に入ってい

る。その意味で，アジア地域が航空貨物輸送の中心であるといってもよい

であろう。
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第３節 本書の分析視角と構成

以上のように，航空貨物輸送の中心はアジア地域であるが，日本以外の

実態についてはこれまであまりとりあげられてこなかったのが現状である。

たとえば，川嶋・根本（１９９８）では航空貨物輸送についてとりあげているが，

貨物が急増していること，航空協定などの制度的枠組み，国籍別輸送量な

どを主眼におき，各国の状況についてはほとんどかかれていない。また，

井上（２０１０）では，航空貨物について１章を費やしているが，その内容は日

本の国際航空貨物で輸送されているものや航空貨物取扱量（国内貨物＋国際

貨物の合計），IATA 加盟航空会社の貨物取扱量（国内貨物＋国際貨物合計），

ドイツポスト社（Deutsche Post AG）の事業拡大の動きなどについて焦点を

当てており，アジアの状況は必ずしも明らかではない。岩見・渡邉（２０１３）

では空港の貨物施設についてのみ言及されている。小林・平田・木下（２００２）

は航空貨物輸送に焦点を当ててはいるが，航空輸送の全体像を示しており，

アジアの状況を理解できるものではない。慶應義塾大学地域研究センター

（１９９７）はアジアの物流に焦点を当てたものであるが，航空貨物輸送に限定

したものだけではなく，議論されてから２０年以上経っており，現在の状況

とは大きくちがってきている。その意味では，黒田・家田・山根（２０１０）も

同様であり，多くのトピックのなかに航空輸送がとりあげられており，旅

客，貨物の両方に焦点を当てている。

その意味で，アジアにおける国際航空貨物輸送については，日本ではそ

の状況がほとんど明らかになっていないといえる。アジアにおける国際航

空貨物輸送が大きく変貌している状況を把握するため，アジア経済研究所

では２０１４年度から２年にわたって「アジアにおける航空貨物と空港」研究

会を組織した。この研究会ではこれまでほとんど議論されてこなかったア

ジアにおける航空貨物だけではなく，それに関係する空港や政策などにつ

いても議論し，アジアの航空貨物，それに関係する空港などの状況がどの

ようになっているかを明らかにすることをめざした。

上記をふまえたうえでまとめたものが本書である。本書の構成は次のと

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成
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おりである。まず，第１章から第６章にかけて表序―３の国際貨物取扱上位

空港に入っている日本，中国，香港，韓国，台湾，シンガポールの各国・

地域を分析対象とし，これらの航空貨物輸送の状況，航空貨物輸送を中心

とした物流政策，空港インフラの整備などに焦点を当てて，各国・地域の

状況を明らかにしようとした。これらの章の概要は，以下のようになる。

第１章（グローバル化・成熟化と日本の航空貨物輸送）では，日本の航空貨

物輸送が直面する環境変化，日本の航空貨物輸送の動向についてまとめた。

また，主要空港である成田空港，関西国際空港，那覇空港の貨物取扱い状

況についても検討している。

第２章（中国における航空貨物輸送の現況と課題）では，中国における航空

貨物の概況や航空貨物サービス，近年発展している航空宅配サービスを検

討した。また，空港の整備状況や今後の計画，航空貨物行政についてもと

りあげた。

第３章（香港における航空貨物輸送の発展と政策分析）では，世界最大の航

空貨物を取り扱う香港空港での航空貨物輸送の現状やその特徴をまとめた。

また，航空貨物輸送政策を担う実施機関や中国大陸との関係についても言

及している。

第４章（韓国における航空貨物とハブ空港戦略）では，韓国における航空産

業や空港整備，航空貨物の現状を明らかにした。また，航空貨物および空

港についての政策についても分析し，韓国では政府による戦略的な政策展

開が行われていることが明らかになる。

第５章（台湾における国際航空貨物とその輸送）では，台湾における国際航

空貨物輸送のほとんどを扱う台湾桃園空港の概要とおもな航空貨物政策，

台湾桃園空港における国際航空貨物輸送の現状，台湾系航空会社の航空貨

物輸送をとりあげた。また，中国との国際航空貨物輸送についても焦点を

当てている。

第６章（シンガポールの航空貨物輸送の実態）では，シンガポールにおける

国際航空貨物輸送について検討している。シンガポールは ASEANで最も国

際航空貨物輸送が発展している国である。そのため，まず ASEANにおける

航空貨物輸送を概観し，その後シンガポールの航空貨物輸送，空港，航空
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会社などについても検討した。

また，ASEANではASEAN共同体が成立し，ASEAN単一航空市場（ASEAN

Single Aviation Market: ASAM）のための交渉が行われてきている。アジア地

域では単一市場が成立したのは初めてであり，今後のアジア地域の航空貨

物輸送に大きな影響を与えることが考えられるため，その交渉過程につい

てもとりあげ，今後の ASEAN市場における航空貨物輸送についても分析対

象のひとつとした。

それをとりまとめた第７章（ASEAN単一航空市場）では，ASEAN単一航

空市場の動きについて政策面から焦点を当てたものである。ASEANにおけ

る航空自由化の動きやそれに関連する協定などについて検討した。また，

対象国との多国間航空協定の動きについても分析している。

さらに，欧米系インテグレーターがアジア地域で地域ハブを設けて，積

極的に事業展開をしている。先程の表から明らかなように，欧米系インテ

グレーターは国際航空貨物，国内航空貨物にかかわらず，それらの取扱量

と輸送量に占める割合は高く，航空貨物輸送に大きな役割を果たしている。

この動きはアジア地域でも同様であり，アジアにおける国際航空貨物の状

況を把握するためには，欧米系インテグレーターがどのような事業展開や

企業戦略を考えてきたかを明らかにすることは必須であると考えている。

それをとりまとめた第８章（欧米系インテグレーターのアジア市場戦略と対

中国事業展開）では，欧米系インテグレーターがアジア地域を重要な市場と

位置づけて事業展開した動きを明らかにした。また，貨物需要が高い中国

での輸送網の拡張やハブ構築の動きを検討した。

第１章から第６章では，各国・地域の現状やこれまでの政策などを分析

対象とした。また，第７章では ASEAN単一市場については公開されている

情報を整理，分析することで，その現状を把握するようにした。第８章で

は，欧米系インテグレーターのアジアにおける事業展開やその戦略を分析

対象とした。

以上が本書の内容である。航空産業や航空貨物についての全貌を把握す

ることは非常に難しい。その要因としては，ひとつには政府が非常に関与

する産業であることが挙げられる。すでに述べたように，政府は航空協定

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成
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の交渉や締結で大きく関与する。また，航空産業は領空など国の存亡に関

係する産業ということもあり，航空行政という形で政府が関与する産業で

ある。もうひとつは，航空会社自体が顧客などのため，どのようなオペレー

ションで航空貨物輸送を輸送しているかについて非公開にしていることが

多い。そのため，統計を含めた情報の公表状況は各国・地域ごとに，また

航空会社ごとでもまったくちがっている。そのため，与えられた情報を詳

細に検討し，まとめたのが本書である。こうした限界があるが，全体とし

てアジアにおける航空貨物輸送に関する状況は理解できよう。

なお，本書は２０１４年４月から２年間実施した研究会の成果である。最終

成果を２０１６年２月に提出した時点では，２０１５年のデータはほとんど公表され

ていない状況であった。そのため，序章を除いた各章で使用しているデー

タはその国・地域の統計事情もあり，基本的には２０１４年までのものである

ことに注意されたい。

おわりに――新しい知見と今後の課題

この章では，アジアにおける国際航空貨物に関して議論を進めた。最後

に，本書を通じて明らかになる新しい知見と今後の課題についてまとめる

こととする。

まず，新しい知見である。日本では表序―３や表序―４などの表からアジア

の空港や航空会社が上位に位置し，国際航空貨物輸送をけん引してきたこ

とは一般的に知られていたと考えられる。その一方，この上位にいるアジ

ア各国・地域における空港インフラ，物流政策，取り扱っている品目など

についてはほとんど知られていなかったといってもよい。そのため，国際

航空貨物の取扱い上位１０空港を有するアジアの国・地域の航空貨物輸送の

実態を横断的にまとめたものは初めてであろう。そのため，これらの国・

地域をみることで，アジア域内での航空貨物輸送に対する各国・地域の考

え方が理解できよう。

また，公表されているデータ，政策は各国・地域でバラバラであるため，

26



各章の議論は統一されたものではない。しかしながら，アジア各国・地域

では早くから国際航空貨物に注目し，周辺を含む空港インフラ，航空貨物

輸送を含めた総合的な物流政策をとりまとめ，それによって整備されてき

たことが新たにわかるであろう。

ASEAN単一市場や欧米系インテグレーターのアジアへの事業展開につい

ても，これまでの国際航空貨物に関する研究ではほとんど明らかにされて

こなかったといってよい。ASEAN単一市場への動きは，ASEAN加盟国だ

けではなく，ASEANに加盟していないアジア諸国にも経済を中心に影響を

与えることは間違いない。これは，もちろん航空協定や航空貨物輸送にも

影響を与えることは避けられない。その意味で，これらの状況を明らかに

することで，今後のアジア地域における航空貨物輸送の理解がさらに深ま

ることになろう。

そして，今後の課題である。今回の研究会では，空港，航空会社，政府

といったアクターを中心にとりあげ，検討した。国際航空貨物に関係する

各国・地域のフォワーダーの動きについてはなかなか明らかにすることが

できなかった。また，貨物輸送を依頼する企業や個人が海上輸送や陸上輸

送ではなく，なぜ航空貨物輸送を選択したのかといった課題にも答えるこ

とができなかった。さらに国際航空貨物の取扱いが増加しているが，企業

や産業の国際分業にどれくらい貢献しているのかについても検討課題であっ

たが，その実態についてはほぼ把握することができなかった。これらの点

は今後の国際航空貨物，さらには国際物流を考えていくうえでも大きな課

題であるといってよい。これらの課題についてはいずれ別の機会で考える

こととしたい。

また，アジアの航空会社に関していえば，各航空会社の航空貨物に関す

る戦略はまったくちがっている。たとえば，日本航空は経営破たんの影響

もあって貨物専用機を売却し，旅客機の貨物スペースのみで航空貨物輸送

を実施している。タイ国際航空（Thai Airways International）も貨物専用機を

売却して旅客機の貨物スペースのみで今後貨物輸送を担っていく。その一

方，シンガポール航空やチャイナエアラインは現在保有している貨物専用

機を維持し，これ以上の拡張の予定はないとしている。こうした動きがあ

序章 国際航空貨物輸送の現状と本書の構成
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るのに対し，大韓航空や台湾のエバー航空（長栄航空――Eva Air）などは貨

物専用機の製造を注文して，さらに航空貨物輸送に力点をおこうとしてい

る（CAPA２０１５）。世界的にみると，アジアの航空会社の戦略が自社への影

響はもちろん，今後アジアの航空貨物輸送全体にどのような影響を与える

かについて注目する必要があろう。

さらに，航空貨物輸送の基点となる空港に関しても，同様である。アジ

アの主要空港のほとんどは４０００メートル級の滑走路を複数運用している。

そのようななかで，成田，台湾桃園，チャンギの各空港は滑走路の増設が

決定，あるいは現在議論されている。また，上海浦東空港では現在運用し

ている４本だけではなく，さらに商業訓練機用滑走路ではあるがさらにも

う１本拡張する計画がある。こうした拡張は旅客機によるヒトの移動に貢

献するのはもちろんであるが，滑走路の増設によって路線が増え，さらに

航空貨物が集まるということもまた事実である。こうした拡張が実施され

た場合，拡張した空港の航空貨物の取扱いがどうなっていくかも検討しな

ければならない。

最後に，中国の動きである。第２章でみるように，中国の航空産業自体

は現在発展の途上にある。その一方で，規制緩和がまだ進んでいない産業

でもある。また，国有産業がそのまま三大航空会社となっており，参入は

きわめて限定されているのが実情である。この状況が今後も続くのか，ま

た国内航空貨物の動きはどうなっているのかなどについても，みていく必

要があろう。

アジアにおける国際分業は今後さらに進展していくと考えられる。その

なかで，航空貨物輸送が果たす役割は間違いなく大きい。しかし，航空貨

物輸送の発展にはその国・地域における製造業などの産業発展や経済発展

が必要である。そのため，航空貨物輸送の発展のためには，空港の整備だ

けではなく，国内・地域内における製造業，空港までに至るインフラといっ

た総合的な政策のなかの位置づけが必要である。貨物を輸送すること自体

が，製造業などの産業や企業を支える重要なサービスである。そのなかで

の航空貨物輸送が今後どうなっていくのか，考えていく必要があろう。
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〔注〕
�１ 国土交通省海事局（２０１６，１１８）および財務省貿易統計より，筆者計算。
�２ 航空輸送を中心とする業者をとくに航空貨物混載事業者，エアフレートフォワー
ダー（Air Freight Forwarder）などと呼ばれるが，ここでは単純にフォワーダーとす
る。

�３ 旅客便でもフォワーダーが依頼した貨物を輸送することは可能であるが，その場
合には，旅客が持参した貨物の搭載が優先される。そのため，貨物スペースに空き
がない場合には，フォワーダーが依頼した貨物は必ずしも搭載されるとは限らない。
�４ オープンスカイ政策を実施した場合でも，発着枠の関係などで特定の空港のみ制
限をかけることもある。

�５ 他国の国内２地点，または海外領土間を輸送すること。シカゴ条約では，各国は
外国航空機に対してこの輸送を禁止することができると定めている。
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